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た といってよい。
これに加 えて、この時期 の判例理論として以降の地方政府 の権限の制約 に大 きな影響を与えたの
がディロン・ルール(Dillon'sRule) である。19 世紀 はじめにはStetsonV.Kempton 事件の際に地 方
政府が「州 の創造物」であるという言い方がなされていたが、ジェームズ・ケント裁判官がさらに
これを一般的呼称 として広 めた。7 そして、アイオワ州のジョン・ディロン裁判官が、地方政府の権
限に関する厳格な解釈基準 を示した。 すなわち、地方政府 は、第一に、明示的 に州法の規定 に列挙
されている事項、第二に、列挙されている事項に必然的あるいは明瞭に含意されているか、または、
列挙されている権限 に付帯する事項、第三に、地方政府が明示した目的の達成にとって本質的かつ
不可欠に重要な事項のみを行使で きる。権限の存在に関し て、客観的、合理的、実質的 な疑義があ
る場合 には、裁判所により地方政府に不利 に判断されて権限は否定される。8このような司法プロセ
スにおけ る判例理論の流れは、地方政府の法的権限の制約 に向かった。
一方、19 世紀末から20 世紀 はじめにかけて、州により地方政府への干渉を制限するために法解釈
論 も展開された。一つには、地 方政府の自治的権限を「固有権」として把握する解釈論であり、「純
粋 にあるいは基本的 に地方的 な事務」 について固有 の自治権 として把握する。 この固有 の自治権 に
より州議会の権限を制限するものであった。しかしながら、連邦最高裁判所は、Barnesv.DistrictofColumbia
事件9 において、地 方自治体 は州の一部門 として、州議会の権能を優位に位置づけたほか、CityofTrentonV.StateofNewJersey
事件10 では、地方政府が州の立法的統制の及ばない固有権 を
有しない、とし て、不文の州憲法原理 としての固有 の自治権を否定した。n ここにおいてディロ ン・





が制度上 も具体化され、1875 年にミズーリ州憲法において、人口10 万人以上の都市が、州憲法およ
び州法 に違反しないことを条件に、自ら憲章を制定するこ とを認めるに至った。以 降、カリフォル
ニア州、ワシントン州、ミネソタ州などと続き、現在で はおよそ40 州でホーム・ルール憲章の制定
が行 われている。

























































































































































































































自治基本条例自体は、これまでにも川崎市(1973 年) や逗子市(1992 年) で都市憲章という形式で条例案作
りが行われているが、政治的事情等により条例化に至らなかった。その後、群馬県(1996 年) や高知県(2000
年) で自治基本条例案( 但し、前者は「素案」、後者は「仮称」と付されている) が作られている。本格的な自
治基本条例の喘矢としては2000年12月に制定されたニセコ町の「まちづくり基本条例」があり、兵庫県宝塚
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AStudyonLegalFunctionandSignificanceofHomeRuleintheU.S.
NobuoINO
87
LegalhistoryintheUnitedStatesdeclaresmunicipalitiestobetheagents.
creaturesanddelegatesofstategovernment.Insteadofenjoyingself-governance,
localgovernmentsmayactonlyintheareaspermittedbythestategovernment ・Homeruleisalegaltoolallowingmunicipalitiestoengageinmoreextensiveself-governmentthanispermissibleunderDillon'sRule.InJapan,someofthelocalgovernmentsintroduceasimilarsystemlikehomeruleintheU.S.underthedecentralizedera
。Thepurposeofthisresearchpaperistogiveahistoricaloverviewofhomerule,analyzeitslegalfunctionandexaminethestatusintheaspectofmoderncivilsociety.ItisessentialforlocalgovernmentsinJapannotonlytoenacthomerules.butalsotocooperatebetweenthecentralandlocalgovernmentsinordertowrestlewith
“spillovers"andotherproblemstobesolved.
